
あ ま 市 の 財 務 書 類 ４ 表
 

１．新地方公会計制度について 

 新地方公会計制度については、「地方公共団体における行政改革の更なる推進のた

めの指針（平成１８年８月３１日総務事務次官通知）」において、「都道府県、①人

口３万人以上の都市は３年後までに、②人口３万人未満の都市は５年後までに、貸

借対照表、行政コスト計算書、資金収支計算書、純資産変動計算書の財務書類４表

の整備又は４表作成に必要な情報の開示に取り組むこと。」とされました。 

 

 この背景には、地方公共団体の「現金主義・単式簿記」では、現金の動きがわか

りやすい反面、資産や負債などのストック情報や行政サービスを提供するために発

生したコスト情報が不足していることに対応するため、「発生主義・複式簿記」によ

る企業会計的手法を導入する動きが広がったことによるものであると考えられます。 

 

 これを受けて、あま市においても、平成２１年度決算より、あま市普通会計の財

務書類を作成し、平成２２年度決算からは、あま市全体の財務書類の作成※に取り

組んでおり、作成にあたっては、決算統計等のデータを活用する総務省方式改訂モ

デルを採用しました。 

 

※ … 財務書類の対象会計は下記のとおりです。 

 

 

普通会計

公営企業会計
【地方公営企業法適用】
　水道事業会計
　病院事業会計
【地方公営企業法非適用】
　簡易水道事業特別会計
　公共下水道事業特別会計
特別会計
　国民健康保険特別会計
　老人保健特別会計
　介護保険特別会計
後期高齢者医療特別会計

平成22年度決算の連結状況
（あま市全体）

 
 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 



２．財務書類４表とは 

                     貸借対照表（バランスシート）

 

市が行政サービスを提供するために保有している財産（資産）と、その資産をどのよう

な財源（負債・純資産）で賄ってきたかを総括的に対照表示したものです。 

①資 産 ②負 債 ③純資産  
＝ ＋ 

  

 ①資 産 … インフラ資産や施設等の有形固定資産、現金や未収金等の流動資産など、

行政サービスを提供するために保有するものや将来的にサービス提供のた

めに用いることのできるもの。 

 ②負 債 … 地方債の未償還元金など、将来負担しなければならないもの。 

 ③純資産 … 資産と負債の差額であり、公共資産整備のために投入された国県補助金や 

一般財源などを計上。 

 

 

行政コスト計算書（損益計算書） 

 

 単年度における、各分野の資産形成に結びつかない事業（行政サービス）にかかった費

用（人件費、物件費など）を計上して経常行政コストとし、一方それぞれに係る使用料・

分担金を経常収益として計上して、その差引を純経常行政コストとして表しています。こ

の金額が一般財源（税金、地方交付税など）を充当しなければならない金額になります。 

 
経常行政コスト 経常収益 純経常行政コスト ＝ －  

 

 

 
純資産変動計算書 

 
貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が１年間にどのように増減したかを明

確にするものであり、総額としての純資産の変動に加え、それがどのような財源や要因で

増減したかの情報を表示しています。 

 

 

資金収支計算書（キャッシュフロー計算書） 

 

歳計現金の出入りの情報を表したものです。 
 経常的収支の部では、人件費や物件費、税収や手数料など、通常行政サービスに関係す

る収支を計上しています。公共資産整備収支の部では、建設事業費用、それに伴う国県補

助金、地方債を計上しています。投資・財務的収支の部では、基金の積立額や地方債の償

還額、貸付金回収額や基金取崩額を計上しています。 
 



平成22年度　あま市普通会計財務書類４表

　資産
　　1,081億3,000万円
【内訳】
　①公共資産
　　　942億6,100万円
　②投資等
　　　 79億2,000万円
　③流動資産
　　　 59億4,900万円
（うち歳計現金
　　　 16億6,100万円）

　①負債
　　217億3,000万円
　（うち地方債
　　　163億7,500万円）

　②純資産
　　863億8,000万円

　　　計（①+②+③）
　　1,081億3,000万円

　　　計（①+②）
　　1,081億3,000万円

貸　借　対　照　表

　　①期首資金残高
　　　16億3,600万円

  ②経常的収支額
　　　　　 44億2,500万円
  ③公共資産整備収支額
　　　　 △11億8,200万円
  ④投資・財務的収支額
　　　　 △32億1,800万円
⑤当年度資金増減額（②+③+④）
　　　　　　　 2,500万円

資 金 収 支 計 算 書

　　当年度資金残高
　　　　　（①+⑤）
　　　16億6,100万円

　①期首純資産残高
　　　873億1,700万円

　②純経常行政コスト
　　　△221億8,300万円
 ③一般財源
　　　　163億5,900万円
 ④補助金等受入
　　　　 48億8,700万円
⑤変動額計（②+③+④）
　　　　△9億3,700万円

　　当年度純資産残高
　　　　　（①+⑤）
　　　863億8,000万円

純 資 産 変 動 計 算 書

　①経常行政コスト
　　　　　228億9,500万円
【内訳】
　②人にかかるコスト
　　 　　　40億　800万円
　③物にかかるコスト
　　　　　 71億3,400万円
　④移転支出的コスト
　　　　　114億5,300万円
　⑤その他のコスト
　　　　　　3億円

　⑥経常収益
　　　7億1,200万円

　純経常行政コスト
　　　　　　　（①-⑥）
　　221億8,300万円

行 政 コ スト計 算 書

※経常行政コストの内容
　②人にかかるコスト
　職員の給与・退職手当等
 ③物にかかるコスト
　物品の購入、委託費、減価償却費等
 ④移転支出的コスト
　子ども手当などの社会保障給付、補助金、
　他会計繰出金等
 ⑤その他のコスト
　地方債の利子等

※資産の内容
　①公共資産
　道路や学校など市が所有する施設等
 ②投資等
　出資金や各種特定目的のために積立
　てられた基金等
 ③流動資産
　現金預金や税金などの未収金等

※①負債の内容
　 地方債など将来の世代の負担と
 　なる債務
  ②純資産
　 国県補助金や現在までの世代が
　 負担してきたもの

　
　Ⅰ 一般会計
　Ⅱ 土地取得特別会計
　Ⅲ 住宅新築資金等貸付事業特別会計
　Ⅳ 市営住宅管理事業特別会計

普通会計の対象会計



平成22年度　あま市全体の財務書類４表

　資産
　　1,283億8,600万円
【内訳】
　①公共資産
　　1,107億5,100万円
　②投資等
　　　 92億3,900万円
　③流動資産
　　　 83億9,000万円
（うち歳計現金
　　　 35億8,800万円）
　④その他
　　　　　　 600万円

　①負債
　　301億6,400万円
　（うち地方債
　　　243億8,400万円）

　②純資産
　　982億2,200万円

　　　計（①+②+③+④）
　　1,283億8,600万円

　　　計（①+②）
　　1,283億8,600万円

貸　借　対　照　表

　　①期首資金残高
　　　35億1,100万円

  ②経常的収支額
　　　　　 47億4,300万円
  ③公共資産整備収支額
　　　　 △11億7,100万円
  ④投資・財務的収支額
　　　　 △34億9,500万円
⑤当年度資金増減額（②+③+④）
　　　　　　　 7,700万円

資 金 収 支 計 算 書

　　当年度資金残高
　　　　　（①+⑤）
　　　35億8,800万円

　①期首純資産残高
　　　997億　400万円

　②純経常行政コスト
　　　△259億6,400万円
 ③一般財源
　　　　160億3,600万円
 ④補助金等受入
　　　　 87億7,300万円
 ⑤その他
　　　　△3億2,700万円
⑥変動額計（②+③+④+⑤）

　　 △14億8,200万円

　　当年度純資産残高
　　　　　（①+⑥）
　　　982億2,200万円

純 資 産 変 動 計 算 書

　①経常行政コスト
　　　　　355億2,700万円
【内訳】
　②人にかかるコスト
　　 　　　55億5,700万円
　③物にかかるコスト
　　　　　 90億6,500万円
　④移転支出的コスト
　　　　　209億2,000万円
　⑤その他のコスト
　　　　　　 △1,500万円

　⑥経常収益
　　　 95億6,300万円

　純経常行政コスト
　　　　　　　（①-⑥）
　　259億6,400万円

行 政 コ スト計 算 書

※経常行政コストの内容
　②人にかかるコスト
　　職員の給与・退職手当等
 ③物にかかるコスト
　　物品の購入、委託費、減価償却費等
 ④移転支出的コスト
　　子ども手当などの社会保障給付、補助金、
　　他会計繰出金等
 ⑤その他のコスト
　　地方債の利子等

※資産の内容
　①公共資産
　道路や学校など市が所有する施設等
 ②投資等
　出資金や各種特定目的のために積立
　てられた基金等
 ③流動資産
　現金預金や税金などの未収金等
 ④その他
　継続事業などにおける次年度以降の
　対価に対して支払った前払金等

※①負債の内容
　　地方債など将来の世代の負担
　　となる債務
  ②純資産
　　国県補助金や現在までの世代
　　が負担してきたもの

　
　Ⅰ  普通会計　　　　　　　  《その他公営事業会計》
　《地方公営企業法適用》　　 Ⅵ 国民健康保険特別会計
　Ⅱ 水道事業会計　　　　　   Ⅶ 老人保健特別会計
　Ⅲ 病院事業会計　　　　　　Ⅷ 介護保険特別会計
　《地方公営企業法非適用》　 Ⅸ 後期高齢者医療特別会計
　Ⅳ 簡易水道事業特別会計
　Ⅴ 公共下水道事業特別会計

連結状況（あま市全体）



３．市全体の財務書類４表の概要 

 

（１）貸借対照表 

 
資産の総額は１２８，３８６百万円、固定負債及び流動負債の負債総額は 

３０，１６４百万円、純資産は９８，２２２百万円で、資産に対する負債の 

割合は、２３．５％となっております。地方債の残高は２４，３８４百万円で、

負債総額の８０．８％を占めております。 

 

 

 

 

 

 

 

（２）行政コスト計算書 

 

 

 

 

 

 

  

経常行政コスト総額３５，５２７百万円に対して、使用料・手数料や保険料と

いった受益者負担は９，５６３百万円となっております。 

 経常行政コストの内訳として、社会保障給付（扶助費）や補助金といった「移

転支出的コスト」が２０，９２０百万円で経常行政コスト合計の５８．９％を占

めており、次いで「物にかかるコスト」が９，０６５百万円（２５．５％）、給料

などの「人にかかるコスト」が５，５５７百万円（１５．６％）となっておりま

す。  

 

 

 

（３）純資産変動計算書 

 
 期首純資産残高として９９，７０４百万円、純資産の減少要因である純経常行政

コストとして２５，９６４百万円、純資産の増加要因である地方税１０，１０３百

万円や補助金等受入れ８，７７３百万円などが計上されており、期末純資産残高が

９８，２２２百万円となっております。 

 純資産の残高が前年度末と比較して１，４８２百万円減少しており、その分将来

に引き継ぐ資産が費やされたことを表しております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）資金収支計算書 

 
 経常的収支額は４，７４３百万円の黒字となっておりますが、公共資産整備収支

額は１，１７１百万円の赤字、投資・財務的収支額は３，４９５百万円の赤字とな

っております。 

 これらにより、平成２２年度１年間で７７百万円の資金が増加し、期末資金残高

は３，５８８百万円となっております。 

 

 

 

 

 

 

 


